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1．本研究の背景と目的 

2012 年に導入された固定価格買取制度は、太陽光に偏った導入や未稼働案件の増大とい

った問題を生じたため、2017年度より新制度に移行した。 

また、電力システム改革の議論と相まって、再生可能エネルギーの導入拡大等によって

増大しつつある系統コストの負担のあり方等についての議論が進展している。 

 そこで、本委託調査では、賦課金負担のみならず、系統対策（周波数安定化、増強等）

や火力発電所の稼働率低下等も含めた再生可能エネルギー導入策の社会的コストについて、

現在の政策をもとに評価するとともに、今後に向けた課題を抽出し、わが国の再生可能エ

ネルギー普及策に関する検討の一助とする。 

 

2．主な成果 

 太陽光発電（ＰＶ）と風力発電の将来コストの推計に関する学術論文・機関資料をレ

ビューした。そのうち 2030年以降の資本費を掲載し、かつ手法や諸元が記載されてい

る文献に対して、2016年基準の実質価格に換算した上で、米ドル(USD:$)で整理した。

将来の風力発電の資本費及び発電コストを推計した国内外の文献を調査し、記載され

ている推計値の比較を行ったところ、ＰＶや陸上風力の資本費（設備費に工事費など

を含めた設備容量あたり単価）の 2050 年時点の推計値は、2016 年の実績値の半額以

下であった（表）。 

 しかし、コスト推計の手法上の課題と、電力システム全体への影響に十分留意する必

要がある。具体的には、PV等の自然変動電源の発電コスト評価では、均等化発電原価

（LCOE）などのプラントレベルではなく、系統対策費用等の電力システム全体のコス

ト評価が重要である。システムコストの評価では、①供給力の過不足対策である供給

能力維持費用、②予測困難な出力変動に備えた需給調整費用、③系統増強や延長・電

力損失などに関する系統対策費用等に分類されている（図）。 
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表 再エネ資本費推計レビュー結果（系統・需給に関するコストは含まない） 

電源
資本費($2016/W)

2016
国内実績

2030
推計値

2050
推計値

非住宅用PV
(10kW以上)

2.7 0.6-2.3
(目標:0.9)

0.3-1.3

住宅用PV
(10kW未満)

3.3 0.8-2.8
(目標:1.9)

0.6-1.7

陸上風力 2.6 1.5-2.5
(目標:2.4)

1.4

洋上風力
(着床)

- 2.2-4.6 1.9
 

出所: 尾羽他 (2017)『 2050年までの太陽光発電・風力発電の将来コストに関する考察』  

(電中研研究資料、Y17501) 

 

 

供給能力維持費用
供給過剰対策費用

・バックアップ(アデカシー)コスト
・供給過剰対策コスト

需給調整費用

・短期需給調整コスト
・ランプ対策コスト

流通対策費用
(系統対策費用)

・系統接続コスト
・系統補強・延長コスト

① Profile Costs ② Balancing Costs ③ Grid-related Costs

出力が変動するため、
同時同量の維持が困難

設置に適している場所が
需要地から離れることがある

天候により出力が決まるため、
供給力として期待できない

インテグレーションコスト：
自然変動電源を導入した場合にかかる追加費用

システムコスト ＝ LCOE + インテグレーションコスト
 

図 今後の自然変動電源についてのコスト評価の方向性 

 

 例えば英国では、再生可能エネの今後の普及を想定し、システムコストを反映した政

策の実施を目指している。わが国でも、システムコストの一部として系統安定化費用

が試算されているが、①―③全てを含めた政策への反映は行われていない。わが国で

は、コスト低下によって、再生可能エネの大量導入が予想されるため、今後の長期エ
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ネルギー戦略検討において、電力システム全体への影響を考慮した評価が重要である。 

 

3．今後の課題 

電力システム改革が進展する中で、需給調整市場等の各種新市場の制度設計も進められ

ている。こうした中、2050 年等の中長期のエネルギー戦略を策定する際にも、単純なプラ

ントレベルの発電コストではなく、需給調整や流通対策費用を含む電力システムコストを

最小化することを目標とするといった、効率性の観点に基づいた政策形成がいま一度問わ

れている。 


